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第1 請求の原因に対する認否

1 r第1 請求の原因(請求の趣旨 1、2項)Jについて

(1) r 1 原告らには原告適格があることJについて

ア (1)について

国立大学法人長崎大学(以下『長崎大学」という。)が、同大学坂本キ

ャンパス内において、 BSL4施設(以下「本件施設Jという。・)を設置

-運営する計画を進行させていることについては認め、その余は不知。

イ (2)について

不知。

ウ (3)について

争う。

エ (4)について

原告らが人格権を有すること、また、原告らが引用する福井地裁判決の
、

存在は認めるが、その余は争う。

オ (5)について

争う。

(2) r2 蓋然性及び処分性Jについて

ア (1)について

第1文は認め、第2文は不知。

イ (2)について

争う。

ウ (3)につい℃

争わない。

(3) r3 重大な損害が発生するおそれJについて

ア (1)について

否認ないじ争う。

R
U
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イ (2)について

戸ウモリのうちオオコウモリがエボラウイノレスの宿主と考えられている

ことは認め、その余は否認ないし争う。

ウ (3)について

争う。

(4) r 4 補充性Jについて

争う。

(5) r 5 当該処分をすべきではないことが明らかであること」について

ア・目(1)について

'感染症の予防及び感染症の愚者に対する医療に関する法律(以下「感染

症法Jという。)の前文は認める。

イ (2)について

争う。感染症法56条の 3第1項1号に定める「指定」及び同条2項に

定める『指定j について、これをするか否かは、厚生労働大臣の裁量に委

ねられている。

ク (3)について

本件訴えは不適法であるから、本案要件に係る事実については、認否の

要を認めない。

2 .. r第2 請求の原因(請求の趣旨3、4項).Jについて

(1) r 1 確認の利益を有することJについて

ア (1)について

第 1文は不知。

第 2文のうち、原告らが長崎大学を被告として訴訟を提起していること

は認める。

イ (2)について

争う。

:-6 -
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(2) r 2 即時確定の利益を有することj について

後記第3の3(2)で述べるとおり、長崎大学が「直ちにウイルスを運び込

む可能性Jがあることは否認し、その余は争う。

(3) r当骸処分をすべきではないことjについて

本件訴えは不適法であるから、本案要件に係る事実については、.認否の要

を認めな，い。

3 訴状第3章以下については、本案要件に係る事実でありよ本件訴えが不適法

である以上、認否の要を認めない。

第2 事案の概要等

本件は、本件施設の周辺に居住するとする原告らが、長崎大学において、同

大学坂本キャンパス内に本件施設を設置し、病原体を用いた感染症研究を行う

ための計画を進めていることに反対して、

(1) 主位的~~~.厚生労働大臣が、①本件施設について感染症法56条の 3第1

項 1号に定める特定一種病原体等所持施設としての指定をすること(以下

「施設に係る本件指定処分Jという。)、②長崎大学について同法5'6条の

3第2項に定める特定一種病原体等所持者としての指定をすること(以下、

この指定を「所持者に係る本件指定処分Jといい、施設に係る本件指定処分

と併せて「本件各指定処分Jという。)の各差止めを求め

(2)予備的に、厚生労働大臣が本件各指定処分をしてはならないことの確認を

求める

事案である。

被告は、本書面において、原告らの上記各訴えが不適法なものであることを

明らかにするために、本件において前提となる制度や事実関係について説明す

る。まず、感染症法による特定病原体等の管理規制(後記1(1)ないし(3))、

特定一種病原体の所持に係る管理規制(後記1(4))、特定一種病原体等所持

ー7-
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者及び同所持施設の指定を受けてから当該施設に特定一種病原体等が搬入され

るまでの手続等(後記 1(5))、我が国においてこれまでに特定一種病原体等

所持者及び同所持施設の指定を受けた者は国の研究機関一例のみであること

(後記 1(6))について説明した上で、被告が把握している長崎大学による本

件施設の設置計画及び被告の関与の状況(後記2)について主張する。

1 感染症法による特定病原体等の管理規制

(1)感染症法の目的等

感染症法は、平成10年、それまで旧伝染病予防法に基づき行われていた

我が国の感染症対策の抜本的な見直しを図り、これを再構築するため、周年

9月25日に成立し、同年10月2日に公布された。

感染症法は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関し必要な措

置を定めることにより{感染症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図

り、もって公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的とし (1条)、この目

的達成のために『感染症の予防1と「感染症の患者に対する医療jに大別さ

れる手段を規定している。そのうち感染症の予防のためには、①疾病lと権息

しないこと、②愚者の早期発見・即時治療、③疾病の悪化や合併症発生の防

止・機能維持・機能回復の三段階に分類される手段を想定し、①の観点から、

公衆衛生のための社会基盤・制度等を活用するために国・都道府県等が基本

指針・予防計画等を策定すること、動物から人への感染症の感染を防止する

ための輸入禁止・輸入検疫・輸入居出を実施すること、生物テロによる感染

症の発生、まん延を防止するための病原体等の所持・輸入禁止・許可・届出

・基準の遵守等を、②の観点から、感染症の発生を把握するための感染症発

生動向調査、健康診断、入院、消毒等の措置等を、③の観点から、患者に対

する医療の提供、感染症指定医療機関の指定を、それぞれ規定している。

(2)平成18年改E法による特定病原体等の管理規制の制定

感染症法において「病原体等j とは、感染症の病原体及び毒素をいうが

-:' 8 -
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(6条17項)、病原体等については、その不適正な管理によって人為的な

感染症が発生するおそれがあること、その感染が病原体等を取り扱う研究者

のみならず、，その他の者の生命及び身体に危害を及ぼす事態となるおそれも

あることから、我が固においても病原体等の適正な管理体制を確立する必要

が生じた。このような病原体等に関する管理の必要性、生物テロ等に用いら

れる危険性、国際的動向等を総合的に勘案して感染症法が改正され(平成1

8年法律第106号)、感染症分科会での専門家の意見を踏まえて特定の病

原体等を一種病原体等から四種病原体等までに四分類し、それらの分類ごと

に所持、輸入'等の禁止、.許可、届出、基準の遵守等の規制を講ずるための規

定(特定病原体等の管理規制7が同法の第十一章として追加された(乙第1

号証11ないし 15、274及びZ7 5ページ)。

(3)特定病原体等の管理規制の概要

ア 特定病原体等の分類

前記(2)のとおり、特定病原体等の管理規制は、病原体等が生物テロに

使用されることを未然に防止し、圏内における病原体等の適正な管理体制

を確立し、もって、感染症が、発生、まん延することを未然に防ぐことを

目的としている。

一種病原体等から四種病原体等は、感染症法6条20項ないし 23項に

定義されている。これらは、国際的な動向、テロ等による人為的な健康被

害の可能性、病原体等の安全管理の必要性等(いわゆる実験室の基準であ

るバイオセ)フティレベル (BS L) )、病原体等が引き起こす感染症の

重篤性等(治療方法があるか、死亡に至るようなものか、人から人に感染

寸るか等)を総合的に勘案して区分されており、一種から四種まで数字が

小さいほど高い管理規制を要する病原体等とされている。

イ 特定病原体等の区分に応じた規制

このように区分された特定病原体等は、各々の生物テロや事故等により

-9 .，... 
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感染症が発生・まん延し、国民の生命、健康に影響を及ぼす危険性に応じ

て、次のとおりの規制がされている。

(7)一種病原体等

一種病原体等は、感染症法6条20項各号に列挙される病原体等であ

り、これらはいずれも人から人に感染し国民の生命及び健康に極めて重

大な影響を与えるおそれがあるものとされ(同項6号参照)、国際的に

も規制の必要性が高い。

したがって、一種病原体等の所持(感染症法56条の3第1項) ・輸

入(感染症法56条の4) ・譲渡し及び譲受け(感染症法56条の 5)

は、原則禁止とされている。

(イ)二種病原体等

二種病原体等は、感染症法6条21項各号に列挙される病原体等であ

り、国民の生命及び健康に重犬な影響を与えるおそれがあるものとされ

(同項7号参照)、国際的にも規制の必要性が高いとされるものや、地

域性等の留意事項を踏まえ我が国での対策が必要である。

したがって、二種病原体等の所持(感染症法56条の 6ないし11) 

・輸入(感染症法56条の 12ないし 14) ・譲渡し及び譲受け(感染

症法56条の 15)には、厚生労働太臣による許可が必要である。

(り)三種病原体等

三種病原体等は、感染症法6条22項各号に列挙される病原体等であ

り、国民の生命及び健康に影響を与えるおそれがある病原体等とされ

(同項4号参照)九人為的な感染症の発生を防止する観点から、病原体

等の種類、使用目的、使用・保管施設等を常時把握する必要がある。

したがって、三種病原体等の所持(感染症法 56条の 16) ・輸入

(感染症法56条の l'7)には、厚生労働大臣に対する事後の届出が義

務付けられている。

-10ー
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(エ)四種病原体等

四種病原体等は、感染症法6条23項各号に列挙される病原体等であ

り、国民の健康に影響を与えるおそれがある病原体等とされ(同項11 

号参照)、国の衛生水準では通常は死亡に至ることは考えられない病原

体等であるが、国民の健康に与える影響を勘案して、人為的な感染症の

発生を防ぐため、保管等の基準の遵守が必要となるる

したがって、四種病原体等の所持・輸入・譲渡し及び譲受けは、一種

病原体等ないし三種病原体等と異なり、厚生労働大臣の指定や許可、又

は厚生労働大臣に対する届出などは必要とされておらず〈所持者等の義

務としで規定される一定の基準.(感染症法59条の24、同25、同2

8及び同29)を遵守することで足りるとされている。

ワ バイオセーフティレベノレ (BS.L)の考え方

世界保健機関 (WHO)においては、実験室で取り扱う病原体への安全

管理のレベル(バイオセーフテイレベル (BSL).)について指針を定め

ている。安全管理レベルは、病原体の危険性に応じ、 BSLlからBSL

4までに区分され、レベルが高いほど病原体を取扱うための安全管理が厳

格に求められる。

この安全管理レベルは、感染症法における特定病原体等の区分と必ずし

も一致するものではないが、 WHOの上記指針及び国立感染症研究所の

『病原体等のBSL分類等Jは、感染症法における一種病原体等に位置づ

けられている病原体を、全てBSL4施設で取・り扱うべきであるとしてい

る(以上について、乙第2号証及び乙第3号証)。

(4)特定一種病原体等の所持に係る管理規制

ア ，はじめに

感染症法は、前記(3)イ(7)(1 0ページ)のとおり、原則として、一種

病原体等の所持を禁止している(感染症法56条の3第 1項) o. 

噌
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しかし、感染症法は、特定一種病原体等所持者、すなわち、国又は独立

行政法人、若しくは、政令で定める法人であって特定一種病原体等(特定

一種病原体等所持者による試験研究が必要な一種病原体等として政令で定

めるもの。感染症法56条の 3第 1項1号。所持の対象となる一種病原体

等の限定)の種類ごとに当該特定一種病原体等を適切に所持できるものと

して厚生労働大臣が指定した者が(同条2項。主体の限定)、試験研究が

必要な特定一種病原体等を厚生労働大臣が指定する施設における試験研究

のために所持する場合に限り(同条1項1号。施設の限定)、例外的にこ

れを所持することを認めている。

イ 主体の限定(感染症法56条の 3第2項における「指定J) 

感染症法は、前記アのとおり、 「試験研究が必要な一種病原体等j を

「試験研究のために所持するJことが認められる主体を、厚生労働大臣が

「特定一種病原体等所持者J (感染症法56条の3第1項1号、 2項)と

して f指定Jした者に限っている。なお、現時点においては、国又は独立

行政法人以外で「特定一種病原体等所持者」として厚生労働大臣が指定し

得る「その他の政令で定める法人Jに係る政令の定めはないため、政令制

定をしない限り、法令上、長崎大学が「特定一種病原体等所持者』となる

余地はない。

感染症法が、上記のとおり、 「特定一種病原体等所持者」を厚生労働大

臣が『指定j した者に限っているのは(感染症法56条の3第2項)、特

定一種病原体等の危険性(感染症が発生した場合には事後的な回復が困難

であること)に鑑み、許可制度のように一律の基準を設けだ上で規制をす

るよりも、厚生労働大臣が、その広範な裁量により、当該愚者の発生時、

生物テロ対策等のための研究、ワクチン・医薬品開発など、一種病原体等

の危険性と使用等の必要性、緊急性、公益性を比較考量して、所持の安全

性及び公益性が認められると判断した法人にのみ取り扱わせることが妥当
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であるとされたためである(乙第1号証277ないし279ページ参照)。

また、感染症法上、特定一種病原体等所持者が、一種病原体等を所持し

得るのは、試験研究が必要なー種病原体等を試験研究のために所持する場

合等に限られていることから(感染症法56条の3第1項1号、 2項)、

厚生労働大臣は、特定一種病原体等所持者の指定に当たり、特定一種病原

体等所持者が行う試験研究が公益性を有しているかどうか等を確認するた

めに、試験研究の内容が記載された実験計画書などの確認を行うことも想

定されている。

以上のとおり、感染症法56条の 3第2項の指定は、厚生労働大臣の広

範な裁量に基づき、ワクチン・医薬品開発等、一種病原体等の危険性と使

用等の必要性、緊急性、公益性等を比較考量して判断されるものである。

なお、特定一種病原体等所持者は、別途、感染症法第十一章第四節 (5

6条の 18以下)に規定される所持者等の義務を負う。

具体的には、感染症発生予防規程の作成等(感染症法56条の 18、感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則(以下

「感染症法施行規則Jという。) 3 1条の 21)、病原体等取扱主任者の

選任・責務等(感染症法56条の 19及び岡 20、感染症法施行規則31 

条の22及び23)、一種病原体等取扱施設に立ち入る者に対する教育訓

練(感染症法56条の21、感染症法施行規則:31条の24)、特定一種

病原体等の管理に係る記帳整備義務(感染症法56条の23、感染症法施

行規則31条の'26)なと特定一種病原体等を取り扱う施設における運

用面に係る基準や、特定一種病原体等を取り扱う施設の基準(感染症法5

6条の24、感染症法施行規則31条の27各号、国家機関の建築物及び

その附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準)、特定一種病原体等を

保管する基準(感染症法56条の25、感染症法施行規則 31条の 31第

1項)など、特定一種病原体等を取り扱う施設に係る技術的基準に従って
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必要な措置を講じることなどがこれに当たる。

ウ 所持の対象となる一種病原体等の限定

感染症法は、一種病原体等の所持ができる例外的な主体(前記イ)であ

っても、一種病原体等の自由な所持を認めておらず、所持の対象となるの

は、感染症法56条の 3第1項1号に基づき政令で指定されたもの(特定

一種病原体等)に限っている。具体的には、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律施行令(以下「感染症法施行令Jという。)

1 5・条において定めている。

エ施設の限定(感染症法56条の3第1項1号における「指定J) 

感染症法56条の 3第l項1号は、特定一種病原体等所持者が特定一種

病原体等を所持し得る施設を、厚生労働大臣が指定する施設に限定してい

る。感染症法56条の3第1項第l号の施設として指定をされるためには、

施設の基準(感染症法56条の24、感染症法施行規則31条の27)、

保管等の基準(同法56条の25)を満たすで必要があることなどから、

「指定Jに当たっては、厚生労働大臣に広範な裁量が徳められる。

(5)感染症法56条の3第2項及び同条1項1号に基づく指定がなされた後、

特定一種病原体等を取り扱う施設lこ同病原体が持ち込まれるまでの手続等

感染症法は、特定一種病原体等所持者としての指定(感染症法56条の3

第2項)及び同所持施設としての厚生労働大臣の指定(同条1項1号)がさ

れたとしても、当該特定一種病原体等を所持する施設に対して直ちに特定一

種病原体等を持ち込むことはできないこととしている。

すなわち、感染症法上、特定一種病原体等を海外から調達する場合には、

感染症法56条の4に基づく厚生労働大臣の指定をされる必要があり、特定

一種病原体等を圏内において調達する場合は、当該特定一種病原体等を譲り

受けるために、厚生労働大臣の承認を得る必要がある(感染症法56条の5

第 1号)。

-14 ~ 
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そして、感染症法56条の4に基づく厚生労働大臣の輸入に係る指定をさ

れるに当たっては、当該指定をされる前に、特定一種病原体等所持者が、特

定一種病原体等を保有する外国の施設と調整を行い、当該特定一種病原体等

に係る研究試料分与の契約を締結したり、輸出国側の特定一種病原体等の輸

出に係る法規制等を調査したり、輸出国側の輸出規制手続を経る必要などが

ある。また、感染症法5Q条の5第1号に基づく厚生労働大臣の承認を得る

に当たっては、特定一種病原体等を積り渡すこととなる特定一種病原体等所

持者と、当該特定一種病原体等の積受けにつき、その内容等を協議する必要

や、譲り渡す側の当骸特定一種病原体等所持者も、当該特定一種病原体等を

譲り渡すために、自らの分与元である外国の施設との調整や、感染症法56 

条の5第1号に基づく厚生労働大臣の承認を得る必要がある白

このほか、上記手続により、特定一種病原体等について、輸入に係る指定

や離受けに係る承認を得たとしても、特定一種病原体等を運搬するためには、

公安委員会より運搬証明書の交付を受けなければならない(感染症法56条

の27第1項、同施行令2-1条、警察法施行令13条1項、届出対象病原体

等の運搬の届出等に関する規則 1条)。公安委員会から同証明書の交付を受

けるに当たっては、警察と運搬〉レートl、こっき、綿密に協議する必要がある。

(6)我が固における特定一種病原体等所持者及び同所持施設

我が固において、これまで、感染症法56条の3に基づき「特定一種病原

体等所持者j としての指定及び特定一種病原体等を所持することができる施

設としての指定をされた例は、国の研究機関である国立感染症研究所及び同

村山庁舎高度安全実験施設(以下「村山庁舎」という。)の一例のみである。

厚生労働大臣は、平成27年7月1.0日、国立感染症研究所から書類の提

出を受け、同年8月7日、感染症法56条の 3に基づき、国立感染症研究所

を特定一種病原体等所持者主して指定するとともに、村山庁舎を同条1項 1

号の施設として指定した。
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なお、上記の特定一種病原体所持者の指定及び施設の各指定に当たっては、

後記2(1)イのとおり、平成26年に西アフリカにおいてエポラ出血熱の感

染が拡大しており、我が国においても、特定一種病原体等を試験研究するこ

とができる施設の稼働が喫緊の政策課題左なっていたという背景もあった。

2 長崎大学の本件施設の設置計画と国の関与

. . (1)長崎大学の本件施設設置許画

長崎大学における本併施設の設置計画の経緯は、次のとおりである。.

ア 学会における検討状況(乙第4号証2ページ)。

国立感染症研究所、北海道大学、東京大学、長崎大学等は、内閣府科学

技術振興調整費(平成 18~20年度)を活用して『高度安全実験 (B S 

L-4)施設を必要とする新興感染症対策に関する調査研究j に取り組み、

rB S L-4施設は圏内に必要な施設であり新たなBSL・4施設を用いた

基礎研究が推進されるべきである。 Jという最終報告を内閣府に提出した。

この報告は、内閣府に置かれた総合科学技術会議ライフサイエンスプロジ

ェクトチームにおいて了承されている(平成21年4月)。

平成23年には、日本細菌学会、日本熱帯医学会、日本ワクチン学会、

日本パ-イオセーフティ学会、日本感染症学会、日本ウイルス学会が、文部

科学大臣に対し、高度安全実験 (BS L 4)施設の設置推進に関する要望

書を提出した。

平成26年2月には、 10機関(幹事校:長崎大学、参画機関:北海道

大学、東北大学、東京大学、東京医科歯科大学、慶鷹義塾大学、大阪大学、

神戸大学、九州大学、化学及血清療法研究所2)がコンソーシアム(共同

事業体)を形成して提案した「高度安全実験 (BS L・4)施設を中核と

した感染症研究拠点の形成』が「日本学術会議マスタープラン2014重

点大型研究計画Jの一つに選ばれ、平成26年3月には、日本学術会議に

おける総合微生物科学分科会で、我が国における高度安全実験 (BS L 
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4)施設の必要性が確認された(乙第5号在)。

また、平成26年8月、文部科学省の諮問機関である科学技術・学術審

議会において、文部科学省が進めるべき学術研究の大型プロジェクトをま

とめた fロードマyプ2d 1 4Jにも、本課題が掲載された。

イ 固における検討状況

固においても、我が国の新興・再興感染症対策の必要性がある旨の認識

が広がっており、特に、平成26年、西アフリカにおい.てエボラ出血熱の

大規模かっ長期的なアウトプレイクが発生したことや中南米におけるジカ

熱流行が急速に拡大したことなどから、地理的に離れたアプリカや南米で

発生している感染症が短期間のうちに容易に我が固に侵入する可能性があ

ることが広く国民に認識されるに至ったことなどを契機に、平成27年9

月、内閣総理大臣が主宰する『国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会

議」が設置され、平成28年2月には「国際的に脅威となる感染症対策の

強化に関する基本計画Jが策定された(乙第6号証)。

同基本計画では、長崎大学が中心となって進める高度安全実験 (BS L 

4)施設を中核とした感染症研究拠点の形成が重点施策のーっとして位置

づけられた。さらに、長崎大学による地域の理解促進を図るための取組等

の状況も踏まえて、同年11月17日に、上記の関係閣僚会議において、

「長崎大学の高度安全実験施設 (BS L 4施設)整備に係る国の関与につ

いてJ (平成28年11月17日国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚

会議決定)が決定された。この関係閣僚会議決定では、高度安全実験施設

(B SL 4施設)を中核とした感染症研究拠点の形成を国策として進める

ほか、世界最高水準の安全性を備えた施設の建設及び安定的な運営のため

の維持管理、組織・人員体制の整備等に必要な支援を行うこと等、施設に

対するより具体的な国の関与が定められている(乙第7号証)。

(2)国の関与状況等

マt
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固としては、 『長崎大学の高度安全実験施設 (BS'L 4施設)整備に係る

国の関与についてJ (平成28年11月17日国際的に脅威となる感染症対

策関係閣僚会議決定)で示したとおり、長崎大学に対して必要な支援を行い、

国策として感染症対策の強化を行うとととしている。

また、この関係閣僚会議決定において「厚生労働省は、法人要件(引用者

注:感染症法56条の 3第2項における指定の要件)以外の基準を満たして

いると認められた時点で、政令改正を行うj としているが、現時点において、

感染症法56条の 3第2項の指定に係る要件以外の基準が満たされたかは確

認されていない。

なお、前記 1(6)のとおり、国立感染症研究所及び村山庁舎の各指定に当

たっては、国立感染症研究所から厚生労働大臣に対して書類が提出されてい

たが、本準備書面提出時点において、長崎大学は同様の書類を提出しておら

ず、厚生労働大臣において、指定等の審査を行う状況にはない。(以上につ

いて、乙第8号証19ないし 21ページ参照)

第3 本案前の答弁の理由 1 (主位・的請求に係る訴えが不適法であるとと)

1 原告らは、原告適格に係る主張立証を尽くしておらず、現時点で原告適格が

あるとは認められない己と

(1)差止めの訴えを提起することができる者は差止めを求めるにつき f法律上

の利益を有する者jに限られること

本件訴えのうち主位的請求に係る訴えは、差止めの訴え(行政事件訴訟法

(以下「行訴法Jという。) 3条7項、 37条の4)であるから、行政庁が

一定の処分文は裁決をしてはならな川旨を命ずることを求めるにつき「法律

上の利益を有する者j に限り提起することができる(行訴法37条の4第3

項)。

この原告適格を基礎づける「法律上の利益』を有ずる者とは、当該処分に
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より自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され、文は必然的に侵

害されるおそれのある者をいい、処分の相手方以外の者について上記の法律

上保護された利益の有無を判断するに当たっては、当骸処分の根拠となる法

令の規定の文言のみによることなく、当該法令の趣旨及び目的並びに当該処

分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮し、この場合において、

当該法令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては、当該法令と目的を共通に

する関係法令があるときはその趣旨及び目的をも参酌し、当該利益の内容及

び性質を考慮するに当たっては、当該処分がその根拠となる法令に違反して

された場合に害されることとなる利益の内容及び性質並びにこれが害される

態様及び程度をも勘案すべきものとされている(行訴法37条の4第4項、

9条2項、最高裁平成17年12月7日大法廷判決・民集59巻10号26

45ベージ、最高裁平成21年 10月15日第一小法廷判決・民集63巻8

号 1711ページ)。

(2)原告らは原告適格に係る主張立証を尽くしていなし、こと

原告適格は原告らの訴えの適法性の要件であるから、原告らが、自己の原

告適格を基礎づける事実を主張立証する責任を負っている(甫博方編・条.解

行政事件訴訟法(第5版) 3 5 0ページ)。

しかるに、原告らは、 「長崎市内居住者Jであり、 「計画地から半径10 

km以内に居住するj こと、 「長崎大学の計画しているBS.L4施設から不

可逆的な健康被害をもたらすウイルス等が漏れると、原告らは直ちに感染さ

せられてしまう危険に脅かされるj と主張するにとどまり(訴状第2章第1

の1・4及ぴ5ページ)、法律上の利益の有無を判断するに当たって必要と

なる、処分の根拠となる法令の趣旨及び目的並ぴに当該処分において考慮さ

れるべき利益の内容及び性質等、行訴法9条2項所定の事項について具体的

な主張、立証をしていない。

したがってL原告らは、原告適格を基礎付ける事実の主張主証を尽くして
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いない。

(3)小括

よって、原告らが、本件訴えについて「法律上の利益を有する」と認める，

ことはできない。

2 処分がされる ζ との蓋然性が認められないこと

(1)差.止めの訴えにおいては、行政庁が一定の処分をする蓋然性のあることが

要件となること

差止めの訴えについては、行政庁が一定の処分文は裁決をすべきでないに

もかかわらずこれがされようとしている場合であることが必要であり(行訴

法3条7項)、処分が「されようとしている場合jであるといえるためには、

処分等の差止めを求める者が、処分等がされることの主観的なおそれを抱い

ているのみでは足りず、客観的にみて処分等がされる相当程度の蓋然性が必

要であると解される(条解行政事件訴訟法(第5版) 885ないし8.8 7ペ

ージ)。

(2)処分がされる相当程度の蓋然性があるとはいえないこと

長崎大学が、特定一種病原体等を所持するためには、前記第2の 1(4) 

(1 1ないし14ページ)のとおり、 『政令で定める法人であって特定一種

病原体等の種類ごとに当該特定一種病原体等を適切に所持できるものとし

てJ (感染症法56条の 3第2項)、かっ、 「試験研究が必要な特定一種病

原体等として政令で定めるものを、厚生労働大臣が指定する施設における試

験研究のために所持するJもの止して(同条1項I号)I、本件各指定処分を

される必要がある。

前記第2の1(6) (1 5及び16ページ〉のとおり、過去に厚生労働大臣

が国立感染症研究所及び村山庁舎に対する各指定をした際には、国立感染症

研究所から厚生労働大臣に書類が提出されており、同書類に基づいて審査が

されていたところである。しかし、本準備書面提出時点において、長崎大学
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が、上記書類と同様の書類を厚生労働大臣に提出しておらず、同大臣におい

て、審査を行っている状況にはない。

また、厚生労働大臣が、感染症法56条の 3第2項の特定一種病原体等所

持者として長崎大学を指定するためにほ、同大学が同項に規定する「政令で

定める法人」に当たる必要がある。もっとも、本準備書面提出時点において、

同政令は制定されていないため、政令を制定した上、長崎大学を特定一種病

原体等所持者として指定する必要がある。

前記第2の1(6) . (1 5及び16ペナージ)のとおり、わが国において、こ

れまで感染症法56条の3の規定に基づき同条2項の特定一種病原体等所持

者としての指定をされているのは国立感染症研究所のみであり、同条 1項1

号の施設としての指定をされているのは村山庁舎のみであるところ、同研究

所が国の機関であるのに対し、長崎大学は国立大学法人という固とは独立の

機関であることから、同条2項の特定一種病原体等所持者として長崎大学を

指定し、同条 1項1号の施設として本件施設を指定するためには、慎重な審

査が必要であり、同審査には相応の期間を要することが見込まれる。

加えて、本件各指定処分の可否は、いずれも厚生労働大臣が、広範な裁量

により、ワクチン・医薬品開発等、一種病原体等の危険性と使用等の必要性、

緊急性、公益性等を比較考量して判断するものである。

これらの事実に照らせば、客観的にみて具体的にいっ本件各指定処分が行

われるかは、明らかでないといわざるを得ない。

したがって、本件各指定処分について、処分がなされる蓋然性があるとい

うことばできない。

3 r重大な損害が生じるおそれJについて

(1) r重大な損害を生ずるおそれJの意義

行訴法37条の4第1項本文は、 f差止めの訴えは、、一定の処分又は裁決

がされることにより重太な損害を生ずるおそれがある場合に限り、提起する
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， 

ことができる。 j と規定する。これは、差止めの訴えが、取消訴訟とは異な

り、処分がされる前に、行政庁がその処分をしてはならない旨を裁判所が命

ずることを求める事前救済のための訴訟であることから、事前救済を求める

にふさわしい救済の必要性伝聞する要件が必要とされたものである(小林久

起・行政事件訴訟法188ベージ)。

そして、'差止めの訴えの訴訟要件としての「重大な損害を生ずるおそれj

があると認められるためには、処分がされることにより生ずるおそれのある

損害が、処分がされた後に取消訴訟等を提起して執行停止の決定を受けるこ

となどにより容易に救済を受けることができるものではなく、処分がされる

前に差止めを命ずる方法によるのでなければ救済を受けることが困難なもの

であることを要すると解するのが相当である(最高裁平成24年2月9日第

一小法廷判決・民集66巻2号183ページ)。

(2)本件各指定処分によって原告らに『重大な損害を生ずるおそれJがあると

，は認められないこと

本件各指定処分がされたとしても、直ちに、本件施設に特定一種病原体等

が持ち込まれるものではない、すなわち、前記第2の1(5) (1 4及び15 

ペ)ジ)で述べたとおり、本件各指定処分がされた後、本件施設に、特定一

種病原体が持ち込まれるためには、輸入のための厚生労働大臣の指定(感染

症法56条の4).、特定一種病原体等の譲受けに係る厚生労働大臣の承認

(同法56条の 6第 1号)、公安委員会に対する運搬の届出.(同法56条の

27)などの手続を経る必要がある。現に、厚生労働大臣が同法56条の3

第 2項の特定一種病原体等所持者として国立感染症研究所を指定し、同条1

項 1号の施設として村山庁舎を指定してから、村山庁舎に一種病原体等が持

ち込まれるまでに、約4年聞を要したところである。

以上のとおり、本件各指定処分がされた後、本件施設に特定一種病原体等

が持ち込まれるまでに相当程度の期聞を要することが想定される。この点、
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原告らは、本件各指定処分により生じる f重大な損害」について、 「ウイノレ

スがB.S'L4施設(引用者注:本件施設の意)に運び込まれ、このワイノレス

が漏れると、取り返じのつかない損害が生じる。 j などと、本件施設に搬入

された特定一種病原体等が本件施設から漏えいすることにより周辺住民の生

命・身体に損害が生じるおそれがある旨を主張している(訴状6ページ)こ

とからすれば、原告らにおいて、本件各指定処分後、本件施設に特定一種病

原体等が持ち込まれるまでの聞に、本件各指定処分の取消訴訟を提起すると

ともに執行停止を申し立て、裁判所の判断を求めることが可能であるといえ

る。したがって、本件各指定処分により『重大な損害を生ずるおそれ」があ

ると認めることはできない。

4 . rその損害を避けるため他に適当な方法があるときj (補充性)について

(1) . rその損害を避けるため他に適当な方法があるとき」の意義

差止めの訴えが適法となるには、 fその損害を避けるため他に適当な方法

があるときJではないことが必要である(行訴法37条の4第 1項ただし

書)。これは、他の方法により実効的な救済が得られるときに、例外的な事

前救済の方法である差止めの訴えを許容する必要はないからである。

(2)主位的主張に係る本件訴えは、 『その損害を避けるため他に適当な方法が

あるときJといえること

前記3で述べたとおり、本件各指定処分がなされたことにより、直ちに、

特定一種病原体等が、本件施設に持ち込まれるものではない。

したがって、本件各指定処分により、直ちに、原告らの生命身体の利益に

影響が生じうるものではないのであるから、本件各指定処分がなされた後に、

本件各指定処分に対して取消訴訟を提起するとともに執行停止を申し立てる

ことにより、本件施設に特定一種病原体等の持ち込みを防ぐことに係る裁判

所の判断を求めることが可能である。

そうであるならば、本件施設に特定一種病原体等が持ち込まれることを防
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ぐという原告らの目的を達成するためには、本件各指定処分の取消訴訟を提

起するとともに執行停止を申し立てることで足りるというべきであって、原

告の主位的請求に係る訴えは、 『その損害を避けるために他に適当な方法が.

あるときj といえる。

5 小指

以上のとおり、原告の主位的請求に係る訴えは、差止めの訴えを適法に提起

し得る要件を欠く不適法なものである。

第4 本案前の答弁の理由2 (予備的請求に係る訴えが不適法である ζと)

1 原告らの予備的請求は、厚生労働大臣が、長崎大学の建設じた訴状~rJ紙目録，

記載の施設に対し、感染症法56条の3第1項1号に定める特定一種病原体等

所持施設としての指定をしてはならないことの確認及び長崎大学に対し、感染

症法56条の 3第2項に定める特定一種病原体等所持者として指定をしてはな

らないことの確認を求めるものである。

2 原告らの予備的請求に係る訴えの趣旨については、必、ずしも判然としないと

ころがあるものの、実質的には、本件各指定処分の要件を満たさない旨を確認

して本件各指定処分を行わせないことにより不利益の予防を目的とするもの、

すなわち、将来の不利益処分の予防を目的とする無名抗告訴訟に該当するもの

と解される。

かかる無名抗告訴訟は、当該処分に係る差止めの訴え(行訴法3条7項、 3

7条の4) と目的が同じであり、誇求が認容されたときには行政庁が当該処分

をすることが許されなくなるという点でも、差止めの訴えと異ならない。また、

このよラな無名抗告訴訟は、確認の訴えの形式で、差止めの訴えにおける本案

要件の該当性を審理の対象とするものということができる。そうすると、行訴

法の下に.おいて、上記無名抗告訴松につき、差止めの訴えよりも緩やかな訴訟

要件により、これが許容されているものとは解されない。したがって、上記無
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名抗告訴訟は、差止めの訴えの訴訟要件を満たさない場合には不適法というべ

きである(最高裁令和元年7月22日第一小法廷判決・民集73巻3号245

べ)ジ参照)。

原告らの予備的請求に係る訴えは、正に主位的請求に係る訴え(本件各指定

処分の差止めの訴え)と同ーの目的を有するものである。そして、主位的請求

に係る訴えが訴訟要件を欠いた不適法なものであることは前記第3のとおりで

ある。

3 したがって、原告らの予備的請求に係る訴えは、不適法である。

第5 結語

以上より、原告らの訴えはいずれも不適法なものであるから、速やかに却下

されるベきである。
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